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今日のヘッドライン18年11月30日号で想定したように、米中首脳会談の結果は妥協を模索する展開となりました。来年年初か

らの追加関税（税率引き上げ)が当面回避されることを市場は好感した格好です。ただ、米中の根本的な対立解消は先行き不

透明な要因も見られます。

米中首脳会談、その中身は

今日のヘッドライン18年11月30日号で想定したように、

米中首脳会談の結果は妥協を模索する展開となりました。

来年年初からの追加関税（税率引き上げ)が当面回避され

ることを市場は好感した格好です。ただ、米中の根本的な

対立解消は先行き不透明な要因も見られます。

まず、合意内容を簡単に振り返ります。

通商問題で、米国は中国製品2000億ドル相当に対する

関税率を19年１月１日の段階で10%のままとし、今回25%に

引き上げないことに同意しました。

中国は2国間の貿易不均衡を減らすため、詳細は未定

ながら農産品、エネルギー製品、工業製品やその他の製品

を米国から輸入することに同意しています。なお、中国は米

国農家からの農産品購入は直ちに開始するとしています。

さらに構造改革については、強制的な技術移転や知的

財産保護、非関税障壁、サイバー攻撃、農業などに関する

交渉を直ちに始めるとしています。中国の構造改革が90日

間で進展がなければ、先の関税率を10%から25%に引き上

げると、米国のホワイトハウス報道官が述べています。

このように整理すると、今回の米中首脳会談の結果は米

中ともに勝利をある程度宣言できる内容と見られます。

中国は米国からの追加関税の先送りを勝ち取った一方、

米国は中国経済の構造改革を進めさせつつ、中国に米国

米中首脳会談：米国が追加関税見送り合意、
米中で知財権侵害で協議開始

2018年12月3日

どこに注目すべきか：
米中首脳会談、追加関税、中国製造2025

農産品の購入拡大などを取り付けたからです。

今回の米中首脳の直接対談は、17年11月の北京以来

で、冷え込んだ両国関係に一定の改善が期待されます。ま

た、合意の中には、（合成オピオイドの）フェンタニル(麻薬）

の規制薬物への指定に同意、結果として米国へのフェンタ

ニル輸出が中国の法律で最高刑の対象となることにするな

ど、人道主義的に意味のある内容も含まれています。

ただ、今回見直しの対象から除外された項目には、恐らく

米国が最も改善を期待する先端産業育成策である「中国

製造2025」が含まれています。また、米国が批判する産業

補助金の撤廃には習政権が強く反発しており、声明に含ま

れていません。

米中首脳会談は予想された好ましいシナリオにたどり着

けた点などはプラスと見られますが、賞味期限はそれほど長

くないのかも知れません。

グローバル

アルゼンチンで2018年11月30日から12月1日に開催さ

れた20ヵ国・地域首脳会議（G20）後の夕食会で、米中首

脳による新たな関税適用の見送り(図表1参照)と貿易交渉

強化で合意しました。

日本時間12月2日午前8時頃に終了した米中首脳会談

の結果を受けた市場の反応はオーストラリア(豪)やニュー

ジーランド(NZ）ドルなど資源国通貨が買われた一方、リスク

オンを受け日本円は小幅円安となりました(図表2参照)。

出所：ブルームバーグのデータを使用しピクテ投信投資顧問作成

図表2：オセアニア通貨と円（共に対ドル）レートの推移
日次、期間：2017年12月4日～ 2018年12月3日（日本時間午前10時)
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図表1：米国の対中国関税の主な動き

出所：各種報道を参考にピクテ投信投資顧問作成

7月6日340億ドル、8月23日160億ド
ル25%の関税適用、合計500億ドル

追加の2000億ドルに
10%の関税適用

2000億ドルに対し19年1月1
日から25%の関税適用を見
送り、90日延期

2670億ドル追加


